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原子力専門家の小佐古内閣参与が、辞任を表明！
～　「政府の対策は場当たり的」なので辞めます・・・・・・・・・　～
前号で小佐古敏荘（東京大学大学院教授）について書いたが、４月３０日、突然辞任を表明した。理由は以下の通りである。

小佐古敏荘内閣参与：「官邸及び行政機関は、（原子力災害対策関連の法律など）そのことを軽視して、その場限りで『臨機応変な対応』を行い、事態収束を遅らせているように見えます」

東京大学大学院の教授で放射線安全学が専門の小佐古氏は、原発事故が起きた後、菅総理が意見を聞くために次々と起用した内閣参与6人のうちの一人です。小佐古氏は、「政府の対応は法にのっとっていない」と厳しく批判し、福島県の小学校などの線量基準を20ミリシーベルトに決めたのは「非常識だ」として、基準の見直しを強く要求しました。

「原爆症認定訴訟裁判」で明らかになった彼の無知・無策の御用学者ぶりが広く知れわたることになり、批判が相次いだことから「被災者の味方」のポーズを取って辞任という形で世間から姿を隠す作戦に出たと見るのが自然だ。「小学校の線量基準の見直しを強く要求した」との説明がある。ならば、なぜ内閣に留まって何としてでも改善を実現しようとしないのか。これは敵前逃亡ではないのか？　だとすればやはり卑怯な男である。本気で子どもたちの健康のことを心配しているのであれば、辞任のあかつきには自由な立場で被災者の立場にたった運動を自ら起こすことで示してもらいたい。それが「原爆症認定訴訟裁判」で長年苦しんできた人たちへのせめてもの償いだ。辞任する小佐古氏に中国新聞の社説をおくる。門前払いの役割を自ら演じたことを今、どう思うのか言葉で示す責任がある。

中国新聞【社説】　　　　「黒い雨」範囲拡大　早急な救済につなげよ　 '10/8/2
原爆投下直後、広島に降ったのが放射性物質を含む「黒い雨」だ。あの日から６５年。遅すぎる感はあるにせよ、ようやく解明が進んできた。広島市や広島大などの研究者が新たな手法で積極的に調査をやり直した成果といえる。 推定された雨域は広島市域の大半のほか、廿日市市や安芸高田市など周辺の７市町にもまたがっているという。国が「大雨地域」と認めて無料健診などの対象とする区域より６倍も広い。広島県と各市町は先月、区域の拡大を国に要望した。救済策から漏れる住民は高齢化している。速やかな見直しにつなげたい。 

国の線引きは大ざっぱと言わざるを得ない。終戦直後、気象台員が１００人余りの住民に聞き取った調査にもっぱら基づいているからだ。当時「ここが大雨だった」と見立てて地図に書き込んだ楕円（だえん）形をそのまま、現在の健診区域として使っている。がんなどが見つかれば被爆者手帳が交付され、健康管理手当も出る。だが同じように雨を浴びたのに、道を隔てると何の救済もないケースがある。制度ができて３４年、区域外の住民たちが拡大を求め続けてきたのも当然である。
国は「新たな証拠がない」と門前払いしてきた。だが、ここにきて「証拠」が次々出ている。 
第一に雨域である。市がおととし実施した大規模アンケートで、黒い雨が降った場所と時間について１５００人余りの証言が集まった。統計学的な分析によって、範囲の広がりとともに健康不安が残る現状が浮き彫りになった。さらに、きのこ雲の写真を解析した研究者は、従来の説の２倍の高さと推定した。それだけ雨を地表に降らせた面積も拡大する。健診区域外にあり、戦後の核実験の影響を受けない民家２棟の床下からは、放射性物質セシウム１３７も検出された。原爆がもたらした動かぬ物証だろう。今を逃せば、もう実態は分からなくなる。そんな危機感を背景にした市と研究グループの連携が実を結んだといえる。・・・・中略・・・・。救済範囲を広げるには、解決しなくてはならない課題は多い。市は２年かけて黒い雨のシミュレーションにも取り組むという。国とも協力し、調査を粘り強く続けてもらいたい。黒い雨の人体への影響はまだ分からないことも多い。最大で爆心地から２・１キロの被曝（ひばく）線量に相当するとの試算も明らかになった。救済の輪を広げるとともに、実態に迫る努力を惜しんではなるまい。 

環境保護団体や国際NGOが、先の文部科学省の放射線許容量の変更について抗議・撤回を要求する緊急声明を発表した。本来であれば、学校教育関係者や関係団体がこぞって声を上げるべきものである。PTA・校長会・・・・・・いろんな団体があるが一向に動きが見えない。

【緊急声明と要請】

子どもに「年20ミリシーベルト」を強要する日本政府の非人道的な決定に抗議し、撤回を要求する

4月19日、文部科学省は、学校等の校舎・校庭等の利用判断における放射線量の目安として、年20ミリシーベルトという基準を、福島県教育委員会や関係機関に通知した。この年20ミリシーベルトは、屋外で3.8マイクロシーベルト／時に相当すると政府は示している。

3.8マイクロシーベルト／時は、労働基準法で18歳未満の作業を禁止している「放射線管理区域」（0.6マイクロシーベルト／時以上）の約６倍に相当する線量を子どもに強要する、きわめて非人道的な決定であり、私たちは強くこれに抗議する。

年20ミリシーベルトは、原発労働者が白血病を発症し労働認定を受けている線量に匹敵する。また、ドイツの原発労働者に適用される最大線量に相当する。さらにこの基準は、大人よりはるかに高い子どもの感受性を考慮にいれておらず、また、内部被曝を考慮していない。

現在、福島県によって県内の小・中学校等において実施された放射線モニタリングによれば、「放射線管理区域」（0.6マイクロシーベルト／時以上）に相当する学校が75％以上存在する。さらに「個別被ばく管理区域」（2.3マイクロシーベルト／時以上）に相当する学校が約20％も存在し、きわめて危険な状況にある。今回、日本政府が示した数値は、この危険な状況を子どもに強要するとともに、子どもの被曝量をおさえようという学校側の自主的な防護措置を妨げることにもなる。

文科省は、20ミリシーベルトは、国際放射線防護委員会（ICRP）勧告Pub.109およびICRP３月２１日付声明の「非常事態収束後」の基準、参考レベルの1-20ミリシーベルトに基づくとしているが、その上限を採用することとなる。

21日現在、日本政府からは、本基準の決定プロセスに関しては、何一つ具体的な情報が開示されていない。また、子どもの感受性や内部被曝が考慮されなかった理由も説明されていない。文科省、原子力安全委員会において、どのような協議が行われたのかは不明であり、極めてあいまいな状況にある（注）。

私たちは、日本政府に対して、下記を要求する。

・子どもに対する「年20ミリシーベルト」という基準を撤回すること

・子どもに対する「20ミリシーベルト」という基準で安全とした専門家の氏名を公表すること

（注）４月21日の政府交渉で、原子力安全委員会は正式な会議を開かずに、子どもに年20ミリシーベルトを適用することを「差支えなし」としたことが明らかになった。また、4月22日、5人の原子力安全委員の意見とりまとめについて議事録は無かったと回答している。

呼びかけ団体：グリーン・アクション、グリーンピース・ジャパン、原子力資料情報室、福島老朽原発を考える会、美浜・大飯・高浜原発に反対する大阪の会、国際環境NGO FoE Japan

校庭利用基準、変更せず！＝年間２０ミリシーベルト


細野豪志首相補佐官は２９日夜、ＴＢＳの番組に出演し、辞任表明した小佐古敏荘内閣官房参与が甘すぎると批判した学校の校庭利用制限に関する放射線量の基準について「われわれが最もアドバイスを聞かなければならない原子力安全委員会は年間２０ミリシーベルトが適切と判断している。政府の最終判断だ」と述べ、変更しない方針を示した。

同時に「通っているお子さんや親御さんの気持ちがあるから、（被ばく量を）できるだけ下げる努力を当然すべきだ」と強調した。（2011/04/30-00:47）
情報を隠し無策無能ぶりを発揮し、ＯＢから「建言書」まで突きつけられた原子力安全委員会(別名、原子力危険でいいんだい)の「アドバスが全て」で、これが「最終判断」だと・・・・・。「・・気持ちがあるから・・・下げる努力？？？」って、これは気持ちの問題か？　自分たちが適任として採用した人だろう！都合が悪くなればお払い箱か！「政治主導」と言った言葉は嘘か！　原子力安全委員会にすべての責任を押し付けただけの判断ではないか！　こんな国に誰がした。税金払うのがあほらしくなってきた。　

書けば書くほど自分の性格が悪くなるのでこの辺りで止めときます。連休初日の悪夢でした・・・・。

















































































